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1．見直し案策定にあたって

【見直し案にあたっての基本的な目線と考え方】

岡山市においては「協働はすでに実践されているもの」との前提から、現在行われている協働の実態（市と市

民団体だけの 2者による協働だけではなく、多様な主体の協働による取り組みが行われていることなど）を踏ま
えると共に、現在、協働での取り組みを行っている各主体がより協働での取り組みを展開しやすいよう、取り組

みを行う上での課題を取り除くと共に、さらに効果的な協働を進めるために必要な事項を、ワークショップやア

ンケートを重ねて聞き取り、議論を重ねて反映していくようにいたしました。

条例が理念を示すだけのものではなく、実際に地域で課題解決に取り組む現場に寄与するものとなるように注

意をし、協働という手法がさらに息づいていくためのルールとなるように考えました。

【見直しにあたっての 5つの視点】
 上記を踏まえた上で本見直し案の作成にあたっては以下の 5点について考慮の上、作成いたしました。
1．本案の作成にあたっては、平成 26 年４月に当協議会より市長へ提案をさせていただいた「提案書」の内容、
市民と市職員の協働で作成した「協働Ｑ＆Ａ」、地縁組織、NPO、事業者、学校、行政職員等の多様な主体に
参加をいただいて 3 回開催した「市民協働フォーラム」での意見や議論、そして、「市民協働条例を考えるア
ンケート」で出された内容を整理し盛り込みました。

2．また、昨年度開催の国際会議まで積み上げてきた ESD での取り組みや流れを踏まえると共に、今後の ESD
に関する基本構想や持続可能な社会づくりについても重要な視点として目的等に盛り込みました。

3．岡山市において現在すでに取り組んでいる協働推進事業や協働推進のための仕組みもあらためて規定し、盛
り込みました。（ESD・市民協働推進センター，市民協働推進モデル事業等）

4．これまで実際に社会課題解決の現場で取り組みを行う市民による検討を重ねてきたことから、ルールとして
の条例だけではなく、実際の施策や取り組みが推進されることを目指して計画策定を行う事を明示しました。

5．あくまで岡山市協働のまちづくり条例の改正であることを踏まえ、現行の条例を現在の状況に合わせると共
に、ESD の取り組みでもすすめられてきた「多様な主体による協働」をさらに推進するための視点で見直す
こととし、個々の主体のあり方（例えば、NPO 法人に関する条例個別指定などの事項や地縁組織の再編やそ
れに伴う地域自治の仕組みや理念、いわゆる自治基本条例として制定されるもの等）については十分な議論が

なされていないことから、あらためて継続的な議論の場をもつことを提案し、本案には含めませんでした。



2．見直しまでの経緯
上記のとおり、本見直し案は、平成 24年の岡山市・NPO協働推進協議会の立上げから、実践的な取り組みを
重ね、平成 26年度頭の市長への提案を受けて、同年度に多様な市民によるワークショップとアンケートを行い、
その結果を踏まえて作成いたしました。

平成24年
岡山市・NPO協働推進協議会の立上げ

平成24年
市職員とNPOとの合同による協働に関する研修会の実施

平成24年
NPOによる「協働できますリスト」の作成

平成25年度
市職員とNPOとの協働による「協働Q&A集」の作成

平成25年度
協働モデル事業のパイロットとして協働による調査事業を2件実施

平成26年度
市長への「岡山市の協働推進に関する提案書」による提案

平成26年度
協働モデル事業スタート

平成26年度
「ESD市民活動推進センター」開設

平成26年度
「ワークショップ①行政とNPOの協働の課題を洗い出す」を実施

平成26年度
「ワークショップ②各地域単位での協働の課題を洗い出す」を実施

平成26年度
地縁組織、大学、事業者、NPOへの「協働の課題に関するアンケート」を実施

平成26年度
ワークショップ③これまでのワークとアンケートの結果を踏まえて、施策～計画～条例文案を考える を実施

見直し市民案を作成



3．見直し案（現行条例との対比表）
現行 見直し案 ○見直しのポイント

●検討の根拠

（目的）

第 1 条 この条例は，非営利公益活動
団体の自主性及び自立性を尊重しなが

ら，その知恵と力を最大限に生かした

まちづくりを進めるため，市，市民及

び非営利公益活動団体の果たすべき責

務，役割等を定めるとともに，非営利

公益活動を支援するに当たっての原

則，手続，講ずべき支援措置等を定め

ることによって，非営利公益活動を促

進し，もって豊かで活力ある地域社会

の実現に寄与することを目的とする。

（目的）

第 1条 この条例は，多様な主体が，そ
れぞれの自主性及び自立性をもった地

域の当事者としての取り組みを尊重し

ながら，知恵と力を最大限に生かし，協

働で地域の社会課題解決に取り組むた

めの原則等を定めることにより，豊かで

活力ある持続可能な地域社会を実現す

ることを目的とする。

○現行が「非営利公益活動団

体」への支援策を中心として

いるものであることを改め，

多様な主体の協働による社会

課題の解決にあたることを明

確にした。

○最終目的は持続可能な地域

社会の実現であることを明確

にした。

●ESDの視点
●提案書「提案にあたって」

（定義）

第 2 条 この条例において「非営利公
益活動」とは，自発的かつ自立的に行

う営利を目的としない公益活動をい

う。

2 この条例において「非営利公益活動
団体」とは，非営利公益活動を行うこ

とを主たる目的とする団体をいう。た

だし，次に掲げるものを除く。

宗教の教義を広め，儀式行事を行い，

又は信者を教化育成することを主たる

目的とするもの。

政治上の主義を推進し，支持し，又は

これに反対することを主たる目的とす

るもの。

特定の公職（公職選挙法（昭和 25年法
律第 100号）第 3条に規定する公職を
いう。以下同じ。）の候補者（当該候補

者になろうとする者を含む。）若しくは

公職にある者又は政党を推薦し，支持

し，又はこれらに反対することを目的

とするもの。

（定義）

第 2条 この条例において「協働」とは，
同じ目的のために，お互いを尊重し，対

等の立場で協力して共に働くことをい

う。

2 この条例において「多様な主体」と
は，住民組織，ＮＰＯ，事業者，学校等、

地域の社会課題解決に取り組む個人及

び団体等のすべての市民及び行政をい

う。

3 この条例において「地域の社会課題
解決に関する取り組み」からは次に掲げ

るものを除く。

宗教活動，政治活動，営利活動を主たる

目的とする活動。

暴力団またはその構成員，暴力団の構成

員でなくなった日から５年を経過しな

い者の統制の下にある活動。

○現行が「非営利公益活動」

に関する定義を行っているの

を改め，第１条の目的に則っ

て，次の三点を定義すること

とした。

「協働」「多様な主体」

「地域の社会課題解決に関す

る取り組み」

●「協働 Q&A」



（基本理念）

第 3 条 市，市民及び非営利公益活動
団体は，非営利公益活動が豊かで活力

ある地域社会の実現に寄与する役割を

認識し，それぞれの責務と役割のもと

に協働してまちづくりを進めるものと

する。

2 市が非営利公益活動団体を支援す
るに当たっては，非営利公益活動団体

の自主性及び自立性が尊重され，支援

の内容及び手続が公平かつ公正で透明

性の高いものでなければならない。

（基本原則）

第 3条 多様な主体は，以下の原則に則
り，協働で地域の社会課題解決に取り組

む。

（１）対等の原則

（２）自主性尊重の原則

（３）自立化の原則

（４）相互理解の原則

（５）目的共有の原則

（６）公開の原則

○現行第一項は第一条「目的」

に包含し，第二項も踏まえた，

協働の基本原則を謳うことと

した。

（市の責務）

第 4 条 市は，前条に定める基本的な
理念（以下「基本理念」という。）に基

づき，非営利公益活動を促進する施策

の実施に努めなければならない。

（市民の役割）

第 5 条 市民は，基本理念に基づき，
非営利公益活動に関する理解を深め，

その活動に協力するよう努めるものと

する。

（非営利公益活動団体の役割）

第 6 条 非営利公益活動団体は，基本
理念に基づき，非営利公益活動の実施

に努めるとともに，その活動が広く市

民に理解されるよう努めるものとす

る。

（市の役割）

第 4条 市は，本条例の目的及び基本原
則に基づき，多様な主体の協働による地

域の社会課題解決を促進する施策を実

施する。

（市民の役割）

第 5条 すべての市民は，本条例の目的
に基づき，それぞれの自主性及び自立性

をもった地域の当事者としての理解を

深め，地域の当事者としての行動に努め

るものとする。

○現行の三者の限定的役割定

義を改め，多様な主体（社会

課題解決に取り組むすべての

市民）の役割と，その取組を

支援する市の役割を明確にし

た。



（市の施策）

第 7条 市は，第 4条に規定する責務
を果たすため，この条例に定める支援

措置を講ずるほか，非営利公益活動団

体が市と協働してまちづくりを進める

ための環境整備に資する支援の充実に

努めるものとする。

（特定公益事業の指定）

第 8 条 市長は，非営利公益活動団体
が行う非営利公益活動のうち，特に，

国際的水準等に照らし先進的な事業

で，本市のまちづくりの基本目標の実

現に著しく寄与すると認められるもの

を特定非営利公益事業として指定する

ことができる。

2 前項の指定は，第 10条に規定する
岡山市特定非営利公益事業指定審議会

の議を経て行うものとする。

（指定の申請）

第 9条 前条第 1項の指定を受けよう
とする非営利公益活動団体は，市長に

申請をしなければならない。

2 前項の申請をすることができる非
営利公益活動団体は，次に掲げる要件

を備えていなければならない。

（１） 過去の実績等から能力及び信

用があり，指定を受けようとする

非営利公益活動を安定的に継続

して行うことができると認めら

れる団体であること。

（２） 市のまちづくりの基本目標に

賛同し，市と協働して公益に資す

る活動を行う団体であること。

（３） 暴力団(暴力団員による不当
な行為の防止等に関する法律(平
成 3年法律第 77号)第 2条第 2号
に規定する暴力団をいう。以下こ

の号において同じ。)，暴力団又
はその構成員(暴力団の構成団体
の構成員を含む。)の統制の下に

（市の施策）

第 6条 市は，第 4条に規定する役割を
果たすため，次の促進施策を講ずるほ

か，多様な主体の協働による社会課題解

決のための環境整備に資する施策の充

実に努める。

（１）多様な主体の協働による社会課題

解決のために，その取り組みの拠点及び

コーディネートを行うための機能整備

を進める。

（２）協働を理解し，推進するための啓

発に努め，地域の教育機関や行政機関等

と連携し，地域の社会課題解決を担う人

材の育成に取り組む。

（３）協働による社会課題解決を推進す

る担い手となる団体（地域住民組織，Ｎ

ＰＯ，大学，事業者等）の拡大に努め，

その組織基盤強化を支援するため，他機

関との交流，情報交換，研修機会の提供

等に取り組む。

（４）多様な主体が地域の社会課題につ

いて，様々な方法により，情報発信及び

共有する機会を提供する。

（５）多様な主体が取り組む地域の社会

課題解決を支援する情報を提供する。

（６）多様な主体の交流の場をつくり，

つながりと相互理解を深める機会の提

供に努める。

（７）地域の資源を活かした取り組みを

推進するため，活用可能な資源につい

て，双方向の情報共有機会を提供する。

（８）多様な主体の協働による優れた地

域の社会課題解決に関する取り組みを

表彰することができる。

（９）市と協働して社会課題解決を行う

事業のモデルとなる事業を指定し，補助

金を交付することができる。

（１０）市と協働して社会課題解決の取

組を行う団体に対して，事業実施のため

に，市が有する土地，施設等を無償で貸

し付け，使用料を減額または免除するな

どの支援措置を講じることができる。

○市の協働促進のための施策

を明記した。

●フォーラム・アンケート等

で出された意見を次の項目で

整理した。

（１）地域拠点とコーディネ

ート機能の強化

（２）啓発，人材育成

（３）団体育成

（４）情報発信・情報共有

（５）情報提供

（６）交流

（７）資源活用

（８）表彰

○現行施策を位置づけた

（９）市民協働モデル事業の

指定と補助金の交付

（１０）市有施設等の無償貸

与



ある団体その他反社会的活動の

おそれがある団体でないと認め

られること。

（特定非営利公益事業への支援措置）

第 15条 市長は，特定非営利公益事業
の実施に必要な土地，施設等を当該事

業を実施する非営利公益活動団体(以
下「特定非営利公益活動団体」という。)
に対し無償で貸し付け，使用料を減額

又は免除する等，当該事業の実施を促

進するための支援措置を講ずることが

できる。

（コーディネート機関）

第７条 多様な主体が知恵と力を最大

限に生かし，協働で地域の社会課題解決

を促進するために，主体間をつなぎ協働

を推進するための機関を設置し，前条の

施策を実施する。

（協働による施策の見直し）

第８条 市は，各施策立案の際には，多

様な主体による協働の実行可能性につ

いて検討し，その効果検証に努める。

（市民による提案）

第９条 市は，市民から出された，地域

の社会課題解決に関する意見や提案を

を受け止め，コーディネート機関と連携

しながら多様な主体による協働へとつ

なげることに努める。

（庁内の推進体制）

第１０条 市は，多様な主体による協働

の取り組みを推進するために，庁内に推

進本部を設置する。

2 推進本部の決定に基づき，各課に協
働推進員を配置し，広く多様な主体から

の協働提案を受け止める体制を整備す

る。

●フォーラム等で出された窓

口の一本化と行政内部の調整

機能，コーディネート機能の

強化について，現行施策の「Ｅ

ＳＤ・市民協働推進センター」

を想定して規定した。

○フォーラム等で出された意

見をもとに協働事業が岡山市

全体で進むよう各課での事業

見直しを規定した。

○フォーラムで出された「市

民からの提案に対する対応の

ルール化」について原則を規

定した。

○「提案書」に出されていた

推進体制について，条例設置

の委員会と全庁への協働推進

員の配置を規定した。



（議論・協議）

第１１条 地域の社会課題解決に取り

組むために，社会課題に関する情報の共

有や解決のための議論，施策の成果や今

後の取り組みについての検討を行うた

め，多様な主体で報告・共有・議論する

場を設ける。

（啓発）

第１２条 本条例及びそれに伴う施策

について，すべての市民の理解が促進す

るように努める。

○フォーラム、提案書で出さ

れた意見により、多様な主体

での課題解決のための協議の

場の設定を規定した。

現行の課題解決のためのワー

クショップ、市民協働フォー

ラムの拡充（定期開催等）を

想定

（岡山市特定非営利公益事業指定審議

会の設置）

第 10条 市長は，特定非営利公益事業
の指定等について調査審議するため，

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）
第 138条の 4第 3 
項の規定に基づき，岡山市特定非営利

公益事業指定審議会（以下「審議会」

という。）を設置する。

第１１条～第１５条

審議会の組織，委員，会議に関する条

項 省略

（岡山市協働推進委員会の設置）

第１２条 市長は，多様な主体が知恵と

力を最大限に生かし，協働で地域の社会

課題解決を促進するために，地方自治法

（昭和 22年法律第 67号）第 138条の 4
第 3項の規定に基づき，岡山市協働推進
委員会（以下「委員会」という。）を設

置し，市長の委嘱により次の事項を審議

する。

（１） 岡山市における協働推進に関す

る計画並びに実施状況

（２） 協働推進事業等の指定並びに支

援措置

（３）その他市長が委嘱した事項 

２ 委員会は，２０人以内の多様な主体

によって構成することとする。

３ 委員会に関しての詳細は別に定め

る。

○協働推進施策が市民参画で

推進されることを担保するた

めの委員会を設置する。

○現行の特定非営利公益事業

の指定に関する審議は本委員

会が行うこととする。

○委員会に関する詳細は規則

に委任する。

●「提案書」

（計画策定）

第１３条 本条例を推進するために，行

動計画を策定する。

2 行動計画は定期的に評価を行い，そ
の結果を公表する。



（委任）

第 18 条 この条例に定めるもののほ
か，この条例の施行に関し必要な事項

は，規則で定める。

（委任）

第１４条 この条例に定めるもののほ

か，この条例の施行に関し必要な事項

は，規則で定める。



4．これまでの流れと今後のスケジュール予定
市民による動き 行政の動き

2012 年度
～

2013年度
まで

岡山市・NPO協働推進協議会を公募により立上げ。
同協議会を中心に、2011年度より市民と市職員との合
同研修や協働の Q&A づくり等が重ねられ、年度末に
市長への協働推進に関する提案書がまとめられる。

岡山市市民協働推進会議（協働関係課

37課長）と同ワーキングチームの設置
官民協働で社会課題を考える協働フォ

ーラムを開催

2014年度 提案書が市長に手渡され、条例見直しの動きが具体的

に開始され、NPO、市職員、地縁組織等によるワーク
ショップで議論が重ねられる。

ＥＳＤ市民活動推進センターの設置

NPO、地縁組織、事業者、大学等への
アンケートの実施

2015年度
4月

NPO、地縁組織、事業者、大学等へのアンケートと 4
月 25 日のフォーラムで協働推進に必要な取り組み、
計画、そして条例の条文案がまとめられる。

岡山市の協働条例を考える市民協働フ

ォーラムを同協議会と共催

5月 岡山市・NPO 協働推進協議会でこれまでの取り組み
の意見を盛り込んで「条例見直し市民案」が作成され

る。

6月 「条例見直し市民案」を市長に提出。 見直し市民案を基に条例素案作成。

7月
8月 市民協働フォーラム（公聴会）開催

素案のパブリックコメント募集

地域フォーラムの開催（～11月）
9月 市議会市民文教委員会で公聴会

・パブコメ結果報告

市議会市民文教委員会で条例案審議

10月
11月
12月 協働推進行動計画（アクションプラン）の市民案作成 市議会本会議での審議・議決

1月
2月 条例施行プレフォーラムの開催 条例施行プレフォーラムの開催

3月
4月 ４月１日施行

岡山市市民協働推進委員会の発足

協働推進行動計画の協議



5．岡山市・ＮＰＯ協働推進協議会（順不同）
石原 達也 （座長・特定非営利活動法人 岡山NPOセンター）
打谷 直樹 （特定非営利活動法人 ＥＮＮＯＶＡ ＯＫＡＹＡＭＡ）

大森 浩史 （特定非営利活動法人 杜の家）

岡崎 博之 （特定非営利活動法人 メンターネット）

橋本 徹泱 （特定非営利活動法人 岡山県国際団体協議会）

美咲美佐子 （特定非営利活動法人 岡山市子どもセンター）

光岡亜希子 （特定非営利活動法人 マザーリーフ）

森脇 一雄 （特定非営利活動法人 フォレストワン）

安田 年一 （特定非営利活動法人 連塾）


